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本業務本業務

検討の目的検討の目的

海岸保全施設整備延長 9
要保全海岸延長 15

ハード整備には時間を要すハ ド整備には時間を要す
力増加の予想の中、効率的
完成に至る途上において完成に至る途上において、
目した順応的な海岸保全対
要要

優先的に整備する箇所、譲
策とソフト対策を比較考量策とソフト対策を比較考量

そのため、先進的な事例を
評価手法を整 内の評価手法を整理し、国内

► 2

の概要の概要

,633km
＝67 6％,

,192km
するとともに 温暖化等による外

＝67.6％

するとともに、温暖化等による外
的な投資を行うためには、ハード
被害想定と背後地の状況に着、被害想定と背後地の状況に着

対策（段階的な整備の方針）が必

譲るべき箇所を仕分け、ハード対
して決定することが必要して決定することが必要

を収集するとともに、対策のため
内 海岸 お 検討を実施内４海岸において検討を実施



背後地を考慮した被背後地を考慮した被

下新川海岸の二線堤整備
平成20年2月24日に発生した高波に

施設等の被害について、河川災害復
る。

越波浸水防止対策として 黒部市生地越波浸水防止対策として、黒部市生地
町園家地先では副堤水路工を実施し

► 3

被害軽減策の事例１被害軽減策の事例１

により下新川海岸において発生した海岸保全

復旧事業及び再度災害防止対策を実施してい

地地先の堤防嵩上げ及び副堤水路工 入善地地先の堤防嵩上げ及び副堤水路工、入善
している。



背後地を考慮した被背後地を考慮した被

海岸 自然環境も考慮した海岸の自然環境も考慮した
堤防セットバック （中津干
潟大新田海岸）潟大新田海岸）

侵食によって、護岸延長→侵
食→護岸延長→侵食という食→護岸延長→侵食という
悪循環が起きた

懇談会は、民地の侵食流出、
背後地の浸水への危倶 自背後地の浸水への危倶、自
然環境を可能な限り保全す
ることを調整することがベ
タ であることを提案ターであることを提案

最終的には、海岸堤防のセッ
トバック）を行い、前面の自然ト ック）を行い、前面の自然
地形の機能を積極的に評価
する案が合意形成上も望まし
く、技術的にも侵食の進行がく、技術的にも侵食の進行が
飽和する予測が立ったため、
上図のような計画案となった。► 4

被害軽減策の事例２被害軽減策の事例２



背後地を考慮した被背後地を考慮した被

ハワイ州における海岸線セットバッ

ハワイ州における「海岸線セットバックイ州 おける 海岸線 ッ ック
「ハワイ州法」（HRS）の205A章「沿岸
中で基本方針が規定されている。

海岸線付近の土地に構築物等
（建物外構、道路、水路、護岸
等）を設置する際 敷地単位で当等）を設置する際、敷地単位で当
該敷地前面の海岸に襲来する年
間最大波の到達位置を「海岸線」
として規定し その「海岸線 からとして規定し、その「海岸線」から
最低20ft(6m)、標準40ft(12ｍ)の
距離を隔てた陸側の土地で構築
物等の設置が許可される（セット
バック距離は郡により異なる）。

► 5

被害軽減策の事例３被害軽減策の事例３

ックルール

クルール」は上述した中でも触れたように、ク 」 述 中 も触れ う 、
岸域管理（Coastal Zone Management）」の



背後地を考慮した被背後地を考慮した被

背後地側の対策①
情報周知

平成16年8月に台風
16号による高潮災害

を受けた高松市ではを受けた高松市では、
防災マップを公表し、
浸水被害を受けた区
域 表 避難場所域の表示、避難場所
や災害用伝言ダイヤ
ルなどの情報周知を
図っている。

► 6

被害軽減策の事例４被害軽減策の事例４

高松市防災マップ



背後地を考慮した被背後地を考慮した被

背後地側の対策②
避難対策

避難対策には、避
難地、避難所、避難
路の整備がある ま路の整備がある。ま
た、近年では、早急
な対策が求められ

る津波避難を中ている津波避難を中
心に、民間のビルを
避難施設として活用 避難タワー

している。
避難タワ

避難高台

► 7

被害軽減策の事例５被害軽減策の事例５

避難誘導

避難ビル

避難路整備避難路整備



背後地を考慮した被背後地を考慮した被

背後地側の対策③ 建築物宅地対

建築物宅地対策には、２階化する、建
水する（二線堤） 盛土する等の対策水する（二線堤）、盛土する等の対策

電気設備ＭＲＩ等の２階設置（病院）電気設備ＭＲＩ等の２階設置（病院）

１階部分のピロティ化（駐車場に活用）► 8

被害軽減策の事例６被害軽減策の事例６

対策

建物を耐水化する、ピロティ化する、塀で遮
策がある策がある。

止水板の設置（病院）止水板の設置（病院）

地形に合わせた宅地の嵩上げ



背後地を考慮した被背後地を考慮した被

背後地側の対策④ 集団移転

H5.7北海道南西沖地震災害

により津波被害を受けた北海
道奥尻町では、高台への集団
移転を行っている。

防災集団移転
促進事業

防災のための集団移転促進事業に係
る国の財政上の特別措置等に関する促進事業 る国 財政 特別措置等 関する
法律（（昭和47法律第132号））を根拠と
し、国土交通省都市地域整備局地方
整備課が所管する事業

が 等 が 等 宅 転事がけ地近接等
危険住宅移転
事業

がけ地近接等危険住宅移転事業制度
要綱を根拠とし、国土交通省住宅局建
築指導課建築物防災対策室が所管す
る事業

► 9

被害軽減策の事例７被害軽減策の事例７

奥尻町の防災集団移転事業について奥尻町の防災集団移転事業について



背後地の評価手法背後地の評価手法
の整理
• 背後地の評価は、将来動

向を勘案する。

• 現状の傾向トレンドによる
将来像、並びに、総合振興
計画や都市計画マスタ プ計画や都市計画マスタープ
ランを踏まえた将来像を検
討し、評価する。討し、評価する。

• 例えば、人口の増減、産業
の動向、地域振興の計画を

映す反映する。

► 10

優
先

市街地（人口）
背後地の人口・資産を評価

＊LIFESimモデルによる評価
＊被災戸数による評価
＊人口密度4千人／平方キロメートル以上
＊都市計画による市街化区域指定

交通施設
ハード整備→完了

ライフライン

交通施設の重要度を評価

先
的
に
実
施
す
べ
き
箇
所

＊広域的なネットワークを形成する交通施設
　（空港、鉄道、道路）

ライフラインの重要度を評価
ライフライン

公共施設
公共施設の重要度を評価

＊広域的なネットワークを形成する供給処理施設
　（上下水道、電気、ガス等）

＊災害時の拠点となる施設

医療施設・福祉施設 ハードの暫時整備

＋

医療施設・福祉施設の重要度を評価

ハ
ー
ド
＋
ソ
フ
ト
の
対

（庁舎、小中学校、避難所）

＊災害時拠点病院
＊災害時弱者施設

基幹的産業

ソフト対策
（避難、宅地
・建築対策）

産業施設の重要度を評価

対
策
を
検
討
す
べ
き
箇
所

＊地域の産業拠点
（工場、宿泊、商業、レジャー）

低密度の住宅地 二線堤

自然環境・文化財
自然環境・文化財の重要度を評価

＊地域にとって重要な自然環境、文化財
（国宝、史跡、名勝、重要文化財、史跡、名勝、天
然記念物）

低密度の住宅地
または集落

低未利用地

二線堤、
堤防のセットバック

土地利用規制
バイアウト

譲
る
べ
き
箇
所

地域の将来構想・計画（総合振興計画、都市計画マスタープラン）

地域の現状のみならず、
将来像を踏まえる。

地域の歴史文化風土

現
状

将
来
像



背後地評価と被害軽減
⇒ケーススタ

海岸背後
海岸背後地の資産・人口

海岸背後

○資産・人口集積が大、密度過 浸
水範囲大 浸水深大

①海岸保全施
⇒完成水範囲大・浸水深大 ⇒完成

②海岸保全施
③高潮防備林
④病院等にお

○資産・人口集積が小、密度粗 浸
水範囲大・浸水深大

④病院等にお
、嵩上げ、輪

⑤避難等の危
（ソフト対策）

人命に関わる
越波・越流の減勢

グ

新型離岸堤等の
沖合保全施設

水勢のない
浸水は許容

堤防の老朽化対策
（堤防高は現況維持）総合土砂管理による砂浜 （堤防高は現況維持）総合土砂管理による砂浜

の維持・回復
（サンド・ベルト）

► 11

減方策メニューを整理
タディの実施
後地の被害軽減方策 海岸保全施設整備後地の被害軽減方策

メニュー
海岸保全施設整備

の優先度

施設の計画に基づく整備 守るべき箇所

施設の間引き整備
林の整理
おける個別対策（止水板おける個別対策（止水板
輪中堤）
危機管理対策
） 譲るべき箇所

グリーン・ベルトの新設・維持管理が課題
（体制と費用）⇒地域住民管理の仕掛け

樹林帯部分の家屋の移転樹林帯部分の家屋の移転
又は家屋土台の嵩上げ
（撤退ではない）

必要に応じ２線堤の新設



ケ ススタデケーススタデ

• 地理的条件の異なる国内の4海岸を選定
• 被害軽減策の検証を実施

地理的条件 背後地の

Ａ海岸 工業が盛んな地方都市部
に位置する海岸

中密度市街地、
在 人口は減少に位置する海岸 在、人口は減少

Ｂ海岸 離島に位置する 低密度の集落がＢ海岸 離島に位置する 低密度の集落が
は減少傾向

Ｃ海岸 三大都市圏近郊に位置す
る海岸

低密度市街地、
在 、人口は微増

Ｄ海岸 三大都市圏に位置する海
岸、背後地には崖があり、
市街地は崖上に形成されて
いる

高密度市街地、
設が存在、人口
あるが、将来も高

いる。

► 12

ディ（４海岸）ディ（４海岸）

定

の状況 将来の傾向

未利用地が存
少傾向

【現状継続パターン】人口産業の減少傾向が継
続し背後地密度が低下する想定少傾向 続し背後地密度が低下する想定

【振興パターン】人口産業が活性化し背後地の密
度が上昇し、未利用地の開発が生ずる想定

が存在 、人口 【現状継続パターン】人口産業の減少傾向が継が存在 、人口 【現状継続パタ ン】人口産業の減少傾向が継
続し背後地が疎になる想定

【振興パターン】人口産業が活性化し背後地の活
性化、対策が必要になる想定

未利用地が存
増傾向

【現状継続パターン】人口が微増し背後地の密度
が高まる想定

【振興パターン】人口がより以上に増加し未利用
地に開発が生ずる想定地に開発が生ずる想定

重要な交通施
は減少傾向に
高密度を維持

【現状継続パターン】高密度市街地が維持される
想定

【海抜ゼロメートルパターン】海抜ゼロメートルで
あった場合を想定し、対策を検討



ケ ススタケーススタ

• Ａ海岸の背後地は中
密度の市街地（海岸

整備済はＣＣＺ整備済み）、中
密度の駅周辺、未利
用地周辺（埋立地）に用地周辺（埋立地）に
大きく３区される。

• 駅周辺には公共施設• 駅周辺には公共施設、
医療・福祉施設等が
立地している。

► 13

タディＡ海岸タディＡ海岸

交 通 施 設 （ 道

ＣＣＺ周辺

交 通 施 設 （ 道
路）

駅

公共施設

交通施設（鉄道）

駅周辺

医療・福祉施設

公共施設

基幹的産業

未利用地周辺
自然環境、文化財

未利用地周辺



■現状継続パターン

○市街地の避難対策（避難路整備）
・CCZ背後地の市街地は一部に浸水が予想さ
れている。このため、人命を守るための避難
対策を講ずる。浸水範囲から逃れるためには、
高台まで避難する必要がある。このため、既
存道路等を避難路として指定 整備する ま存道路等を避難路として指定・整備する。ま
た、避難路としての周知を図る。

○宅地・建築物の対策（耐水化、嵩上）

・背後地の市街地に位置する住宅、公共施設等
について、建築物の耐水化を図る。住宅等の
民間所有の建築物については、耐水化、嵩上
げについての周知を図り、建替・更新等に合
わ た整備を る 共施設 防

交通

交通

駅

わせた整備を図る。公共施設については、防
水扉、防水ゲートによる対策を図る。

○未利用地の対策

医療

公共

基幹○未利用地 対策

・防災の観点からは未利用地として継続するこ
とが望ましく、所有者等との合意が可能な場
合には、土地利用規制が考えられる。

自然

► 14

避難対策 
○コンパクトな市街地 

・建築物の耐水化、嵩上

・ハザード情報提供 

・避難対策 

1km 
ＣＣＺ周辺 

駅周辺 

通施設（鉄道） 

通施設（道路） 

ハード対策 

未利用地周辺 
療・福祉施設 

共施設 

幹的産業 

宅地・建築物の対

策（浸水防御） 

然環境、文化財 

○未利用地 

・土地利用規制 



ケ ススタケーススタ

• Ｂ海岸の背後地は低
密度の集落である。

 

密度の集落である。

• 重要な交通施設、公
共施設等は立地して共施設等は立地して
いない。

► 15

ディＢ海岸ディＢ海岸

建設海岸 

漁港 



■現状継続パタ ン■現状継続パターン

○将来像
・人口減少が進み 空き地・空き家が増・人口減少が進み、空き地・空き家が増
大する。高齢者は、町の中心部や近隣
市町村に位置する高齢者福祉施設に
移転する。

○

○対策
・浸水範囲のバイアウト
道路の再整備

○

・道路の再整備

► 16

道路再整備道路再整備 

○用地買収 



ケ ススタケーススタ

• Ｃ海岸の背後地には低
密度の市街地が形成さ
れているれている。

• 海岸付近には高齢者福
祉施設等が立地する。祉施設等 地する。

• 避難地になる公共施設
は内陸に位置している。

交

交

交

► 17

タディＣ海岸タディＣ海岸

医療・福祉施設 自然環境、文化財 通施設（鉄道）

通施設（道路） 公共施設 基幹的産業 駅 

 

医療 福祉施設 自然環境、文化財通施設（鉄道） 



■現状継続パターン■現状継続パタ ン

○市街地の避難対策（避難路整備）

• 海岸背後地の市街地は浸水範囲に位置
している のため 人命を守るためのしている。このため、人命を守るための
避難対策を講ずる。浸水範囲から逃れる
ためには、避難地指定されている小学校
付近まで避難する必要がある。このため、
既存道路等を避難路として指定・整備し既存道路等を避難路として指定・整備し、
また、避難路としての周知を図る。

○宅地・建築物の対策（耐水化、嵩上）

• 背後地の市街地に位置する住宅、公共
施設等について、建築物の耐水化を図
る。住宅等の民間所有の建築物につい
ては、耐水化、嵩上げについての周知を
図り 建替 更新等に合わせた整備を図

小学

（避難

図り、建替・更新等に合わせた整備を図
る。公共施設については、防水扉、防水
ゲートによる対策を図る。

○大規模低未利用地の対策○大規模低未利用地の対策

• 人口・資産の集積を抑制するため、土地
利用、建築物の用途・規模を制限し、大
規模な建築を抑制する。また、建築行為
を行う場合 盛土 線堤 建築物の耐を行う場合、盛土、二線堤、建築物の耐
水化等を誘導する。 交通施設

► 18

避難対策

○保安林の保全 

○用途地域内の

大規模な低未

利用地の対策

避難対策

○浸水の及ぶ市街

地の宅地・建築

物の対策（耐水

化、嵩上） 
駐在所 利用地の対策 

→大規模な建築

の抑制 

避難対策

駐在所

○樹林帯 

学校 

難地）

ハード対策 

（侵食対策） 

避難対策 浄化センター 

公園（フットボールパーク） 

1km 

福祉施設

医療・福祉施設 自然環境、文化財 設（道路） 公共施設 基幹的産業



ケ ススタケーススタ

• Ｄ海岸の背後地は
高密度の市街地高密度の市街地
が形成されている。

• 重要な交通施設 交通• 重要な交通施設
や公共施設も多く
立地している。

交通

駅

公共立地している。
医療

自然

基幹

自然

※海※海
れてい
等に

► 19

ディＤ海岸ディＤ海岸

通施設（道路） 

通施設（鉄道） 

共施設 

療・福祉施設 

然環境 文化財

幹的産業 

2km 

 

然環境、文化財 

岸に面して崖があり 市街地は崖上に形成さ岸に面して崖があり、市街地は崖上に形成さ
いる。このため、一部の低地を除いて、高潮
よる危険性は低い。



■現状継続パターン

○ハード対策

・海岸背後地には、崖上に
高密の市街地 重要な交高密の市街地、重要な交
通施設が立地しており、
ハード整備により海岸を
保全していく

交通施

交通施

駅 

保全していく。
・早期整備を進める⇒完成 医療・

公共施

基幹的

○ソフト対策

• 海岸に面した低地に立つ

自然環

基幹的

• 海岸に面した低地に立つ
建築物は、ソフト対策（耐
水化、嵩上等）を講じてい
くく。

► 20

施設（鉄道） 

施設（道路） 

・福祉施設 

施設 

的産業

○ハード対策 

・海岸保全施設の

早期整備 

環境、文化財 

的産業

2km 

 



まとめと今まとめと今
これまでの防災対策について

対策ツ ルは用意されているものの 第２章で示した対策ツールは用意されているものの、第２章で示した
地におけるソフト対策は必ずしも十分な実施状況とは

防災は事前対策（予防保全）として取組むべきもので
組まれている。

合意形成が重要
ソフト対策は背後地、すなわち、海岸保全区域以外の
意形成が重要となる。

策 後 義 もソフト対策は背後地の状況によって一義的に決まるも
ながら、対応すべき災害の種類規模やその対策につ

時間項の考慮
地域の将来像を見据えるためには 時間軸の考え方地域の将来像を見据えるためには、時間軸の考え方
どのような対策を講ずるかを検討する必要がある。

土地利用規制を強化する場合では、単に規制強化で
整備されるハード対策までの暫定対策としての措置と

地域の合意形成に向けて
防災は予防保全として、ハード対策とソフト対策に取
ば、災害後の対策について、地域の合意形成の取組

事後対策では被災後の緊急的な状況の中での合意
形成は困難である。

対策ツール活用上の課題（今後の課題）
対策に係る経費や施策実現に対する労力が不明であ対策に係る経費や施策実現に対する労力が不明であ
ことも考えられる。対策メニュー（組合せ）を示し、それ

► 21

今後の課題今後の課題

た 部の既存事例やハザ ドマップ作成を別にして 海岸背後た一部の既存事例やハザードマップ作成を別にして、海岸背後
はいえない。

であるが、多くは災害を契機とした復旧対策（事後保全） として取

の区域を含めて実施する必要があり、市町村や居住者等との合

も 成ものではなく、合意形成の過程でリスクコミュニケーションを図り
ついて合意していく必要がある。

方も重要である 10年後 20年後 30年後など どの時期までに方も重要である。10年後、20年後、30年後など、どの時期までに、

では受け入れが難しく、インセンティブの付与とのセットやいずれ
として理解を得る必要がある。

組むことが望ましいが、そうした事前対策が困難であるとすれ
組を行っておくことが重要である。

形成は、与えられる時間が短く、多様な価値観を踏まえた合意

あり 取組みの ドルの高さすらわからず 尻込みしてしまうあり、取組みのハードルの高さすらわからず、尻込みしてしまう
れに係る労力や費用を例示することが必要


